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まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本

産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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序文 

この規格は，2020 年に第 1 版として発行された ISO/IEC 29184 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

ホームブロードバンド接続及びグローバルインターネットのような通信インフラの普及，スマートフォ

ン，その他のデバイス（例 ウェアラブルデバイス）など個人の行動情報を収集する機器の普及，情報処

理能力の向上などによって，個人情報の収集及び分析は，以前よりも更に幅広く行えるようになってきて

いる。こうした技術的な進展は，より便利な消費生活，新たなビジネスチャンス，より魅力的なサービス

及び付加価値の高いものを提供する。一方で，消費者の“プライバシー意識”は，ますます高まっており，

オンラインサービスによる PII（個人識別可能情報）の収集及び利用が，プライバシーに与える影響を疑問

視する声も聞かれるようになっている。このような懸念は，多くの場合，PII がどのように処理，保管，維

持及び管理されるかについて明確な説明がないことに起因している。 

この規格は，組織が次の事項を行うための管理策及び関連する追加情報を規定している。 

－ （例えば，消費者にサービスを提供する場合及び雇用関係に基づく）PII 処理の際に，組織がどのよう

に PII を処理するか，PII が収集される個人に対し，明確で理解しやすい情報を提示するための基礎を

提供する。 

－ 公正で，証明可能で透明性があり，曖昧でなく，かつ，取消し可能（撤回可能）な方法で PII 主体から

同意を得る。 

この規格は，ISO/IEC 29100 におけるプライバシー原則のうち，二つ（第 1 原則：同意及び選択，第 7 原

則：公開性，透明性及び通知）について詳細を提供するものである。 

1 適用範囲 

この規格は，PII の収集及び処理について，オンラインにおけるプライバシーに関する通知の内容及び構

成並びに PII 主体に同意を求めるプロセスを方向付ける管理策について規定する。 

この規格は，PII 管理者又は PII を処理するその他のエンティティ（事業者，組織など）が，処理につい

て PII 主体に説明するあらゆるオンライン環境に適用する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO/IEC 29184:2020，Information technology－Online privacy notices and consent（IDT） 


